
第６１号議案 

   新市建設計画の変更について 

 新市建設計画を別紙のとおり変更することについて、議会の議決を求める。 

  令和２年６月１日提出 

 

ふじみ野市長 高 畑   博      

 

提案理由 

新市建設計画を変更したいので、市町村の合併の特例に関する法律（昭和４

０年法律第６号）附則第２条第２項の規定によりなおその効力を有するものと

される同法第５条第７項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条

第１項第１５号の規定により、この案を提出するものである。 



ふじみ野市新市建設計画 

頁 改正案 現行 
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第１章 序論 

１ 合併の必要性と効果 

 １ 共通する生活圏への対応 

そして、両市町は消防・救急体制については入間東部地区消防組合に加

入し、し尿処理は入間東部地区衛生組合に加入して広域行政を実施してい

ます（入間東部地区消防組合、入間東部地区衛生組合は平成３０年４月１

日に統合し、入間東部地区事務組合になっています。）。 

 

 ２ 少子高齢化への対応 

 国立社会保障・人口問題研究所が発表した「日本の将来推計人口（平成

１４年１月）」による年齢別の人口推計では、年少人口（１４歳以下）が各

都道府県の総人口に占める割合をみると、平成１２年から令和１２年まで

の期間を通じて、すべての都道府県で低下します。また、高齢者人口（６

５歳以上）は、令和２年まで全都道府県で増加し、埼玉県は令和１２年に 

２８．９％に達する見込みで、平成１２年と比較すると２倍以上の増加が

推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 序論 

１ 合併の必要性と効果 

 １ 共通する生活圏への対応 

そして、両市町は消防・救急体制については入間東部地区消防組合に加

入し、し尿処理は入間東部地区衛生組合に加入して広域行政を実施してい

ます。 

 

 

２ 少子高齢化への対応 

 国立社会保障・人口問題研究所が発表した「日本の将来推計人口（平成

１４年１月）」による年齢別の人口推計では、年少人口（１４歳以下）が各

都道府県の総人口に占める割合をみると、平成１２年から平成４２年まで

の期間を通じて、すべての都道府県で低下します。また、高齢者人口（６

５歳以上）は、平成３２年まで全都道府県で増加し、埼玉県は平成４２年

に２８．９％に達する見込みで、平成１２年と比較すると２倍以上の増加

が推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 日本の人口推計（年齢別） 

  横軸の元号と年を変更（３２→Ｒ２、３７→７、４２→１２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 埼玉県の人口推計（年齢別） 

  横軸の元号と年度を変更（３２→Ｒ２、３７→７、４２→１２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 日本の人口推計（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 埼玉県の人口推計（年齢別） 
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２ 計画策定の方針 

 ３ 計画の期間 

 本計画の期間は、平成１７年度から令和５年度までの１９か年度としま

す。 

  

第２章 １市１町の概況 

１ 位置と地勢 

 面積は、上福岡市が６．８１㎢、大井町が７．８６㎢で合計１４．６７

㎢となります（平成２６年全国都道府県市区町村別面積調において、面積

計測方法が従来の方法から変更されたため、上福岡市が６．８０㎢、大井

町が７．８４㎢で合計１４．６４㎢に変更になっています。）。 

 

第６章 

２ 歳入 

 ６ 地方消費税交付金 消費税のうち地方消費税分は、県と市町村に交

付されます。 

 

 ７ 自動車取得税交付金  

   過去の実績等により算定しています。環境性能割交付金の創設に伴 

い、令和元年度をもって廃止されています。 

 

 ８ 環境性能割交付金 自動車税環境性能割の税収のうち、一部が交付

されるものです。 

   過去の実績等により算定しています。 

 

２ 計画策定の方針 

 ３ 計画の期間 

 本計画の期間は、平成１７年度から平成３２年度までの１６か年度とし

ます。 

 

第２章 １市１町の概況 

１ 位置と地勢 

 面積は、上福岡市が６．８１㎢、大井町が７．８６㎢で合計１４．６７

㎢となります。 

 

 

 

第６章 

２ 歳入 

 ６ 地方消費税交付金 消費税の５分の１は地方消費税として、県と市

町村に交付されます。 

 

７ 自動車取得税交付金  

   過去の実績等により算定しています。 
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 ９ 地方特例交付金 

 

 １０ 地方交付税  

    普通交付税については、令和２年度までは普通交付税の算定の特

例（合併算定替）により算定し、令和３年度以降は本来の算定方法

（一本算定）により算定するとともに、合併直後の臨時的経費に係

る普通交付税措置と特別交付税措置を見込んでいます。また、合併

特例債の借り入れに伴う交付税算入分を見込んでいます。 

 

１１ 分担金及び負担金 

 

 １２ 使用料・手数料 

 

 １３ 国庫支出金・県支出金 

 

 １４ 財産収入 

 

 １５ 寄附金 

 

 １６ 繰入金 

 

 １７ 諸収入 

 

 １８ 地方債 

 

 ８ 地方特例交付金 

 

 ９ 地方交付税 

   普通交付税については、普通交付税の算定の特例（合併算定替）に

より算定するとともに、合併直後の臨時的経費に係る普通交付税措置

と特別交付税措置を見込んでいます。また、合併特例債の借り入れに

伴う交付税算入分を見込んでいます。 

 

 

 １０ 分担金及び負担金 

 

 １１ 使用料・手数料 

 

 １２ 国庫支出金・県支出金 

 

 １３ 財産収入 

 

 １４ 寄附金 

 

 １５ 繰入金 

 

 １６ 諸収入 

 

 １７ 地方債 

 



改
正
案 

４４、４５頁 

 ４ 財政計画 

 

 

現
行 

４４、４５頁 

 ４ 財政計画 
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４４、４５頁 

 ① 歳入内訳 

 



現
行 

４４、４５頁 

 ① 歳入内訳 

 



改
正
案 

４４、４５頁 

 ② 歳出内訳（性質別） 

 

現
行 

４４、４５頁 

 ② 歳出内訳（性質別） 

 


